
様式第２号（第４条関係）

１■事務事業の概要

　 部
課

又は施設

②項

対象と
対象の数

２■事務事業実施の状況

平成18年度

平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

活動実績
ａ（人)
直接事業費
ｂ（千円）
人件費
ｃ（千円）
合計コスト
ｄ(ｂ＋ｃ)
（千円）

単位コスト
ｄ／ａ
（千円） 当たり 当たり 当たり

アウトプット実績（活動数値）の補足説明 　その年度における、リフレッシュ保育事業担当の正職員及び臨時職員の年間経費で算出（内山保育園のみ)
　直接事業費は臨時職員保育士の賃金額   3,028.5時間×1,110円×1人 ≒ 3,362 千円
　人件費は正職員保育士の給与額

1園当たり
3,342

1園当たり
3,342

1園当たり
3,372

1園当たり
3,347

1園当たり
3,370

1園当たり
　3,382

1園当たり
　3,362

3,342 3,342 3,372 3,347 3,370 3,382 3,362

0 0 0 0 0 0 0

3,342 3,342 3,372 3,347 3,370 3,382 3,362

　平成２５年度 　平成２６年度 　平成２７年度

62（人) 91（人) 101（人) 108（人) 134（人) 158(人） 110（人）

　平成２１年度 　平成２２年度 　平成２３年度 　平成２４年度２－３成果指標に
係る活動実績とコ
ストの推移（アウ
トプット分析）

　平成１８年度 　平成１９年度 　平成２０年度

２－２総合計画に
おける単位施策成
果指標

事務事業成果指標名 前期目標値(単位) 後期目標値(単位) 指標の説明

　一時保育実施園数（リフレッシュ）（園） 2（園） 8（園）
　保護者の求職やパート、病気、冠婚葬祭以外にも育児疲れやストレス解消を目的に一時的に子ど
もを保育園で預かる事業を整備の整った保育所より実施することとした。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃

　利用にあたって、できるだけ多くの方が利用できるよう
制度の趣旨をお話するようにした。

〃 〃

　育児放棄や実子の殺害などの事件が多発する中、子育て支援の必要性が益々重要となっており、できるだけ多くの方が利用できるよう努めた。

〃

　民間１園において、入所定員に余裕がある場合、リフ
レッシュ保育を実施した。

〃 〃

１－５事務事業の
内容

　月に１回の保育利用が可能で、必要に応じて延長保育も可としている。
　なお、一般の一時保育を含めた定員を定めている。

２－１事務事業の
実施における基本
認識

事務事業実施にあたって心がけた改善の取組み 社会状況等の事務事業がおかれる環境把握

　育児放棄や実子の殺害などの事件が多発する中、子育て支援の必要性が益々重要となっており、できるだけ多くの方が利用できるよう努めた。

市民ニーズの認識
　子育てに対する不安などを持った保護者へのＰＲ方法等
利用しやすい環境になるよう努めた。

　育児放棄や実子の殺害などの事件が多発する中、子育て支
援の必要性が益々重要となっている。

　近くに利用対象園がないなどの理由で拡大を望む声がある。
　また、潜在的な需要は高いが制度を知らない市民もいる。

〃

　保育サービスの充実 コード 2―2―1―1―1　⑤単位施策(小）

〃

１－４事務事業の
目的の精査

　育児ストレス等でリフレッシュを必
要とする保護者が養育する満４ヶ月以
上の児童が対象

意図（対象を事務事業によっ
てどのような状態にするの
か）

　専業主婦等の保護者の心理的、肉体的負担を一時的に軽減することができ、核家族化の進行による育児不安の顕在化から気楽に
利用できる保育所としての役割を担う。

コード 2―2―1

「健康で安心して暮らせるふれあい・支えあいのまちづくり」 　④単位施策(中） 　仕事と家庭の両立を支援する施策の充実 コード  2―2―1―1

保育係 評価票作成者 保育担当係長 矢取　芳子

１－３総合計画に
おける施策の体系 ①節

保健福祉 　③基本施策 　少子時代の子育て支援

社会福祉

１－２担当 健康福祉部 児童福祉課 係

１－１事務事業の
名称

特別保育事業（リフレッシュ保育の実施）（主要事業）



後期目標値
に対する達
成度（％）

３■事務事業の自己評価結果

単年度
担当課評価

● ４段階評価結果 Ａ ： 上位目的である施策に貢献しているので継続する ● 判断の基準　①必要性（必要な事務事業であるか）
Ｂ ： 事務事業の実施手法や環境（予算的・人的）に改善が必要 　　　　　　　 ②公共性（公が実施する意味があるか）

　 Ｃ ： 縮小等、事務事業としての見直しが必要  　　　　　　　③妥当性（ニーズに対して投入が適正か）
Ｄ ： 事務事業の廃止が相当 　　　　　　　 ④効率性（結果に至る活動に無駄はないか）

 　　　　　　　⑤有効性（活動の結果が上位の目的に貢献しているか）
               ⑥市民満足度（事務事業が対象にしている市民を満足させているか）

平成18年度

平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

４■事務事業の総合評価結果

平成18年度

平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

Ｂ   利用者のニーズを把握し、定員枠の拡大などを検討すること。

Ｂ   利用者のニーズを把握し、定員枠の拡大などを検討すること。

Ａ 　継続して事業を進めること。

Ａ 　継続して事業を進めること。

４－１総合評価の
結果

結果 審査会による改善方向の指示

Ａ 　継続して事業を進めること。

Ａ 　継続して事業を進めること。

Ａ 　継続して事業を進めること。

　多くの保護者に周知されてきて、保護者の希望する日に、定員に達していてお断りすることがある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃

  事業実施には保育士を確保する必要がある。 　職員配置・施設などをみながら他園で実施できないか、ま
た、利用者に偏りがみられるので、多くの方が利用できるよ
うな方法を検討していく。

　保護者の希望する日に、定員がいっぱいでお断りすることがあり需要が多い
ことを実感した。

　保護者の希望する日に、定員がいっぱいでお断りすることがあり需要が多いことを実感した。

　国道１号線をはさみ、市内リフレッシュ保育実施園のバ
ランスを考えていく必要がある。

　職員配置・施設などをみながら、他園で実施できないか検
討していく。

　保護者の希望する日に定員がいっぱいでお断りすることがある一方で、欠席
することも多いのでそのことで他の方の利用ができないことが気になった。
（児童の病気などの場合を除く）

Ａ Ａ Ａ

３－２評価の内容 今後の環境変化を踏まえた課題認識 次年度に向けて改善する取組み 事務事業の担当課としての単年度の取り組みの自己評価
　同様にファミリーサポートセンターの利用促進も必要と
考えるが、負担額の違いがあるため、その格差の是正が必
要である。

　制度を知らない親への周知、および施設の利便性を高め
る。

　今年度は、実施保育所で耐震工事があり４ヶ月間、利用者に負担をかけた。

〃
  市内民間保育所での事業実施が可能かどうかを打診する。  保護者の希望する日に、定員がいっぱいでお断りすることがあり需要が多い

ことを実感した。

Ａ Ａ Ａ Ａ

　平成２４年度 　平成２５年度　平成２２年度 　平成２３年度 　平成２６年度 　平成２７年度３－1　評価結果
(アウトカム自己
分析）

　平成１８年度 　平成１９年度 　平成２０年度 　平成２１年度

12.5 25 25 25

22 2

　平成２５年度 　平成２６年度 　平成２７年度

指標対応実
績（単位)

1 1 1 1

２－４成果指標に
対応する実績と達
成度の推移

　平成１８年度 　平成１９年度 　平成２０年度

12.5 12.5 12.5

　平成２１年度 　平成２２年度 　平成２３年度 　平成２４年度


